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御所市では、分譲宅地を先着順で売却します。購入を希望する人は、この｢御所市分譲宅

地売り払い説明書｣をよくお読みになり、ご理解のうえお申し込みください。 

 なお、先着順で受付けますので、すでに売却済となった場合は，ご容赦ください。 

 

 

１、 売り払い物件 

 

〈柏原〉  １区画 

番号 所 在 地 面 積 地 目 土地代金 

１ 東寺田４３番８ ３２３．７８㎡ 宅 地 ４，２９９，７００円 

 

 

２、 現地説明 

現地説明は実施していませんので、各自で現地確認を行い、納得の上でお申し込みください。 

 

 

３、 用途 

一戸建専用住宅 

 

 

４、 御所市分譲宅地購入申し込み資格 

次の①から③に該当する人は申し込み出来ません。 

 ① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第１項又は第 2 項各号に該当

する者 

 ② 市町村民税等の滞納がある者 

 ③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に

規定する暴力団員に該当する者 

 

 

５、申し込み受付期間及び受付場所 

購入を希望される方は、市役所開庁日の午前９時～午前１２時・午後１時～午後４時までの間

（土・日曜日及び・祝日は閉庁日）に必要書類を添えて、｢１１、問い合わせ先｣の管財課 市有

財産対策係までお申し込みください。郵送による申し込みは出来ません。 

※受付開始時刻より早く到着した場合でも、その到着時刻による先後は設けず、一律に受付開始

時刻に到着したものとみなします。同時に複数の申し込みがあった場合は、抽選により申込者

を決定します。 
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６、申し込みに必要なもの 

① 分譲宅地購入申込書 １通 

② 誓約書       １通 

③ 住民票抄本     1 通 

④ 印鑑証明書     1 通 

⑤ 完納証明書     1 通（未納の税額が無いことの証明） 

※各市町村の税証明窓口へお問い合わせください。 

⑥ 実印 

※ ①から②は、御所市管財課市有財産対策係にて配布しています。 

※ ③から⑤は、発行後 3 ヶ月以内のもの 

※ 市は、契約の相手方が暴力団員であるか否かについて奈良県警察本部長に意見を聴くことが

あります。 

※ お預かりした書類はお返ししません。 

 

 

７、契約手続き 

① 契約締結期限  申し込み資格決定の翌日から 7 日以内 

※ 書類審査の結果、申し込み資格を有すると決定された方に、御所市より契約の日時や必要

な書類等をご連絡します。 

 

② 契約に必要なもの  

 契約書に貼る収入印紙 

 市町村が発行する身分証明書（本籍地の市町村役場で発行されます）※発行後 3 ヶ月以内のもの 

 実印 

※ お預かりした書類はお返ししません。 

③ 契約場所  御所市役所 新館２階 管財課市有財産対策係 

 

 

８、売買代金の納付 

 契約締結後、売買代金を、御所市が発行する納付書により納付してください。 

※ 売買代金納付期限は、契約締結日から３０日以内となります。 

※ 納付期限までに売買代金が完納されない場合、契約を解除します。 

 

 

９、所有権の移転及び土地の引き渡し 

所有権は、売買代金が完納されたときに、市から購入者に移転するものとし、同時に土地を引き

渡すものとします。 
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１０、登記手続 

所有権移転の登記手続きは、売買代金の完納後、購入者の請求により、市がおこないますが、 

登録免許税等諸費用は、購入者の負担となります。 

 

 

１１、問い合わせ先 

申し込み・契約・物件に関する問い合わせ 

御所市役所 管財課 市有財産対策係 （庁舎新館２階） 

電話番号 0745-62-3001（内線 52４） 

住  所 奈良県御所市１番地の３ 

受付時間 午前９時～午前１２時・午後１時～午後４時まで（ただし、土・日曜日及び・祝日を除く） 
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《 記入例 》 

令和○○年○○月○○日 

                   申し込み日を記入 

 

分譲宅地購入申込書 

 

 

御所市分譲宅地を購入したいので、申し込みます。 

 

 

 

御所市長 山田 秀士 様             申し込みされる方の住所を記入 

 

申込者  住 所    御所市１－３ 

（所在地） 

申し込みされる方の氏名を記入 
 

氏 名    御所 太郎  ㊞ 

                 （実印）                  

印鑑証明書の印鑑を捺印 

電話番号  ０７４５－６２－３００１ 

申し込みされる方の電話番号を記入 

 

■購入を希望する物件 

 

  所在地   御所市大字  ○○○○○○○ 

 

購入を希望される物件の所在地を記入 

 

 

※添付書類 （１から３は、発行後 3 ヶ月以内のもの） 

１ 住民票抄本                   1 通 

２ 印鑑証明書                   1 通 

３ 完納証明書（市町村税）             1 通 

４ 誓約書                     １通 
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《 記入例 》 

誓 約 書 

 

 

私は、御所市が売り払う市有地の購入を申し込むにあたり、下記のいずれにも該当しな

い事を誓約します。 

尚、事実と異なる場合、契約を取り消されても、異議を申し立てません。 

 

 ① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第１項又は第 2 項各号に該当

する者 

 ② 市町村民税等の滞納がある者 

 ③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に

規定する暴力団員に該当する者 

 

 

 

 

令和○○年○○月○○日 

       

提出日を記入 

 

御所市長 山田 秀士  様 

 

 

申し込みされる方の住所を記入 

 

住 所      御所市１－３           

 

申し込みされる方の氏名を記入 

 

氏 名       御所 太郎        ㊞  

（実印） 

印鑑証明書の印鑑を捺印 
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土地売買契約書（案） 

 

 

 売払人 御所市（以下「甲」という。）は、買受人 ○○○○○○○○○○ 

（以下「乙」という。）に対し、宅地分譲の土地の売買について次のとおり契約する。 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義に従い、誠実にこの売買契約を締結する。 

（売買物件） 

第２条 売買物件は、次の土地１筆とする。 

  （１）所在 御所市大字○○       

  （２）地番 ○○番○○        

  （３）地目 宅地            

  （４）地積 ○○○．○○㎡       

（売買代金） 

第３条 売買代金は、金○○○○○○○○円とする。 

（契約保証金） 

第４条 契約保証金は、免除する。 

（支払方法） 

第５条 乙は、第３条に定める売買代金を、甲の発行する納入通知書の指定期日までに甲

に支払わなければならない。 

（所有権の移転） 

第６条 売買物件の所有権は、乙が売買代金の支払いを完了した時に、乙に移転するもの

とする。 

（売買物件の引渡し） 

第７条 甲は、前条の規定により売買物件の所有権が乙に移転した時に引渡す。 

２ 乙は、売買物件引き受け後、隣接土地との境界構造物を築造する際には、隣接土地所

有者と協議し、お互い協力するものとする。 

 また、隣接土地所有者とのいかなる争議についても、当事者間で解決し、甲には一切迷

惑をかけないものとする。 

（売買物件の登記） 

第８条 乙は、第６条の規定により売買物件の所有権が移転した後、登記に必要な書類を

添えて、甲に対し所有権移転の登記を請求するものとし、甲は乙の請求により遅滞なく所

有権の移転登記を嘱託するものとする。 

２ 甲は、前項による登記を完了したときは、登記識別情報通知を添えて、その旨を乙に

通知しなければならない。 
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（危険負担等） 

第９条 この契約締結の日から売買物件の引渡しの日までの間において、甲の責めに帰す

ることのできない事由により、売買物件に滅失、毀損等の損害が生じたときは、その損害

は、乙が負担するものとする。 

２ 乙は、この契約締結後、売買物件に面積の不足、その他契約の内容に適合しないもの

があることを発見しても、売買代金の減免若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をする

ことができない。 

（契約の解除） 

第１０条 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、この契約を解除するこ

とができる。 

（返還金） 

第１１条 甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還す

る。ただし、当該返還金には利息を付さない。 

２ 甲は、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は返還しない。 

３ 甲は、解除権を行使したときは、乙が売買物件に支出した必要経費、有益費その他一

切の費用は償還しない。 

（乙の原状回復義務） 

第１２条 乙は、甲が第１０条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日

までに売買物件を原状に回復して返還しなければならない。 

 ただし、甲が売買物件を原状に回復させることが適当でないと認めたときは、現状のま

ま返還することができる。 

２ 乙は、前項のただし書の場合において、売買物件が滅失又は毀損しているときは、そ

の損害賠償として契約解除時の時価により減損額に相当する金額を、甲に支払わなければ

ならない。また、乙の責に帰すべき事由により、甲に損害を与えている場合には、その損

害に相当する金額を甲に支払わなければならない。 

３ 乙は、第１項に定めるところにより売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期

日までに、当該物件の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければならない。 

（損害賠償） 

第１３条 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その

損害の賠償を請求できる。 

（返還金の相殺） 

第１４条 甲は、第１１条第１項の規定により売買代金を返還する場合において、乙が前

条に定める損害賠償金を甲に支払うべき義務があるときは、返還する売買代金の全部又は

一部と相殺する。 

（契約の費用） 

第１５条 この契約の締結、履行等及び、所有権移転登記に関して必要な一切の費用は、

すべて乙の負担とする。 

（法令等の規制の遵守） 
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第１６条 乙は、売買物件の法令等の規制を熟知のうえ、この契約を締結したものである

ことを確認し、売買物件を利用するにあたっては、当該法令等を遵守するものとする。 

（裁判管轄） 

第１７条 この契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えの管轄は、甲の所在地を管轄

する奈良地方裁判所葛城支部とする。 

（疑義等の決定） 

第１８条 この契約に定めのない事項又はこの契約に関して疑義が生じたときは、甲乙協

議の上これを定めるものとする。 

 

 この契約の締結を証するため、本書を２通作成し、甲乙記名（個人の場合は署名とする）

押印の上、各１通を保有する。 

 

 令和○○年○○月○○日 

 

       住所   御所市１番地の３ 

     甲       

       氏名   御 所 市  代表者 市 長  山田 秀士 

        

 

 

       住所   ○○○○○○ 

  乙   

       氏名   ○○○○○○ 

 

 

 

 

 

 

 


